
１　部の運営方針

２ 部の経営資源

（１）部の体制

人 うち 人 ・ 人 千円 千円

（２）事業規模 ※H29職員平均給与（ 千円）ベース ※予算計上額

千円 千円 （正職員人件費を除く） 事業 担当課数 4 課

令和元年度 部の運営方針書
財政部

98.78 84 14.78 人件費

歳入予算額 42,185,988 歳出予算額 担当予算事業数 24

【部の使命】

　市財政の基盤である税の公平・公正な賦課徴収や財政状況公表の推進などで、財政運営に対する市民の信頼を確保するとともに、歳入歳出全般にわたる見直しを行い、
自立可能な財政基盤を確立します。

【部の目標】（令和元年度の部の目標を記載し、重点的に取り組む事項とその概要について優先順に5つ程度明記）

①財源不足への対応
　平成29年度に策定した「緊急財政対策」を包含した第４次行財政改革大綱（令和2年度～令和6年度）・財政計画を策定します。この中で定めた具体的な取組みを着実に実
施することで、令和2年度予算編成における財源不足額の削減を図ります。

②公平公正な入札契約事務の実施
　　官製談合防止法違反等による職員逮捕及び起訴事件を契機として、コンプライアンス研修の充実や設計金額の適切な管理など再発防止策を確実に実施し、より公平・
公正性の高い入札契約事務を推進します。

③歳入の確保
　　引き続き、公平で公正な課税に努めます。また、納付能力調査を積極的に推進し、「とる・おとす」といったメリハリのある滞納整理、事案ごとの進行管理の徹底により、収
納率の向上を図り、歳入の確保につなげます。

④使用料・手数料の見直し
　令和元年１０月に予定される消費税率改定に伴い、使用料や手数料の見直しを実施します。また、今後の使用料・手数料の見直しにおいて、財務書類を活用した新たな算
定方法を確立します。

⑤公共施設老朽化に対応するための財政的課題に対する検討
　インフラ施設を含めた公共施設の長寿命化対策や、老朽化に伴う修繕への対応が不可欠であることから、財源確保に向けた対応策を検討します。

【働き方改革による業務改善等の取組み】

時間外勤務の削減に向けて、予算編成作業の見直しや、業務データの管理の標準化、業務の進行管理の徹底を図ることにより、期間の短縮化、簡素化の可能性について
早期に検討し、実行に移していきます。
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財政部

３ 部の中期目標 （優先順）　第２次周南市まちづくり総合計画・前期基本計画に掲げられた基本施策を実現するための推進施策

2
９　行政経営
　３　持続可能な財政運営
　　⑹　財政運営の透明性の確保

入札監視委員会から提言のあった再発防止策等を確実に実施することで、入札契約事務におけ
る市民の信頼回復に努めます。また、検査体制の充実により、公共工事の適正な施工と品質を
確保します。

3
税等の使途を明らかにすることで、市民に対する説明責任を果たし、財政運営に対する理解を
図ります。

９　行政経営
　３　持続可能な財政運営
　　⑴　積極的な財源の確保

債権管理の適正化に努め、市全体の債権回収の向上を図ります。

新財務会計システムにおいて複式簿記の「日々仕訳」を導入し、職員のコスト意識の醸成を図る
とともに、セグメント分析など財務データを活用した、財政マネジメントの強化につながる取組み
を段階的に進めます。

９　行政経営
　３　持続可能な財政運営
　　⑵　増加する歳出の抑制

第４次行財政改革大綱・財政計画を策定し、この中で定めた具体的な取組みを着実に実施する
ことで、歳出の抑制に努めます。

市税の適正課税の実施及び税に対する市民理解を広めることで、自主財源の確保を目指しま
す。

納付能力調査を積極的に推進し、「とる・おとす」といったメリハリのきいた滞納整理をさらに加速
させることにより、収納率の向上を図ります。また、滞納処分を、法令等に基づき適正にに進めて
いくため、研修機会の確保等人材育成を推進します。

９　行政経営
　３　持続可能な財政運営
　　⑸　新地方公会計制度への対応
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目標 実現したい成果　（最終目標）推進施策


